
項   目 金  額 

雨水処理に要する経費（雨水下水道管整備に係る元利償還金・維持管理費） １７４，３８１ 

分流式下水道等に要する経費 ５０３，３２０ 

流域下水道の建設に要する経費（元利償還金相当分含む） ８０，５９９ 

下水道に排除される下水の規制に関する事務に要する経費 １４，３６０ 

水洗便所に係る改造命令等に関する事務に要する経費 ３，２５６ 

不明水の処理に要する経費 １，９０６ 

高度処理に要する経費 １５，３７９ 

地方公営企業法の適用に要する経費 １，０３９ 

普及特別対策に要する経費 １１５，７３２ 

下水道事業債（特例措置分）・臨時財政特例債等の償還に要する経費 ６６，５０６ 

その他（公設浄化槽の工事費等） ８２，３６３ 

合       計 １，０５８，８４１ 

決算書掲載頁　P199

内
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性質上公共下水道事業特別会計の運営に伴う収入をもって充てることが適当でない経費を一般会計より繰出しすること
により、公共下水道を維持管理し、その整備を推進する。

経営の効率化とともに下水道事業の透明性の向上と、使用料等と一般会計の経費負担区分の明確化を図ることで、適
正な繰出しに努めていく。
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特別会計について、独立採算の原則を念頭に経営の一層の効率化を図り、適正な繰出しに努める。
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事業：下水道事業特別会計繰出金                                

１．下水道事業特別会計への繰出し 

下水道は、汚水や雨水を速やかに排除し、安全かつ快適で衛生的な生活環境を確保する都市基盤施設であるとと

もに、河川等の公共用水域の水質汚濁を防止し、良好な水質環境を保全するために不可欠な水質保全施設である。

下水道事業のうち、雨水処理に要する経費等は全額公費で負担することとされている一方、汚水処理に要する経費

は下水道料金で賄うこととされているが、適正な下水道料金を徴収してもなお下水道料金ですべて賄うことが困難

である場合などについて、当該事業から下水道事業特別会計※繰出金としてその所要額を繰出している。 

 

  ※ 下水道事業特別会計 

･･･下水道事業の収支を経理するために設けられた特別会計。当該会計においては、下水道使用者からいただ 

く使用料でもって、下水道の維持管理などを行っている。また下水道の普及のために、国庫支出金や下 

水道事業債を活用しながら、その整備に努めている。 

 

 

細事業：下水道事業特別会計繰出金                             

１．下水道事業会計繰出金の算出方法 

平成２４年度においては、下記のとおり繰出しを行った。 

 

                                          （単位：千円） 

 

 

 

 

項   目 金  額 

雨水処理に要する経費（雨水下水道管整備に係る元利償還金・維持管理費） １７４，３８１ 

分流式下水道等に要する経費 ５０３，３２０ 

流域下水道の建設に要する経費（元利償還金相当分含む） ８０，５９９ 

下水道に排除される下水の規制に関する事務に要する経費 １４，３６０ 

水洗便所に係る改造命令等に関する事務に要する経費 ３，２５６ 

不明水の処理に要する経費 １，９０６ 

高度処理に要する経費 １５，３７９ 

地方公営企業法の適用に要する経費 １，０３９ 

普及特別対策に要する経費 １１５，７３２ 

下水道事業債（特例措置分）・臨時財政特例債等の償還に要する経費 ６６，５０６ 

その他（公設浄化槽の工事費等） ８２，３６３ 

合       計 １，０５８，８４１ 


